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(57)【要約】
【課題】シース部のシース本体に本体部の内蔵部を容易
に挿入することが可能な分離型内視鏡を提供する。
【解決手段】分離型内視鏡において、シース部の内チュ
ーブ６３ａ；６３ｂ；６３ｃが、シース部の長手軸に直
交する断面において所定の位置に配置されシース部の長
手軸方向に延びている延伸部９６ａ；９６ｂ；９６ｃと
、延伸部９６ａ；９６ｂ；９６ｃの基端側に設けられ少
なくとも一部分が前記挿入口部よりも先端側に配置され
シース本体の長手軸に対して外側へと変位されている引
出部９７ａ；９７ｂ；９７ｃと、を有し、本体部の内蔵
部が、延伸部９６ａ；９６ｂ；９６ｃにガイドされるチ
ューブ受部を有し、挿入口部は、上記断面において延伸
部９６ａ；９６ｂ；９６ｃと略同位置に配置されチュー
ブ受部を延伸部９６ａ；９６ｂ；９６ｃへとガイドする
ガイド部９４ａ；９４ｂ；９４ｃを有する。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体部と、前記本体部に着脱可能なシース部と、を具備し、
　前記本体部は、細長い内蔵部を有し、
　前記シース部は、前記内蔵部が挿通される筒状のシース本体と、前記シース本体の先端
部に設けられ開口部を有するシース先端部と、前記シース本体に挿通されている内チュー
ブと、前記シース本体の基端部に設けられ前記シース本体内へと前記内蔵部を挿通する挿
入口部と、を有し、
　前記内チューブは、前記開口部に接続されている先端部と、前記先端部の基端側に設け
られ前記シース部の長手軸に直交する断面において所定の位置に配置され前記シース部の
長手軸方向に延びている延伸部と、前記延伸部の基端側に設けられ少なくとも一部分が前
記挿入口部よりも先端側に配置され前記シース本体の長手軸に対して外側へと変位されて
いる引出部と、を有し、
　前記内蔵部は、前記シース本体に前記内蔵部が挿入される際に前記延伸部を受けて前記
延伸部にガイドされるチューブ受部を有し、
　前記挿入口部は、前記シース部の長手軸に直交する断面において前記延伸部と略同位置
に配置され前記挿入口部に前記内蔵部が挿通される際に前記チューブ受部に挿入されて前
記チューブ受部を前記延伸部へとガイドするガイド部を有する、
　ことを特徴とする分離型内視鏡。
【請求項２】
　前記シース部は、前記シース本体の基端部に設けられ前記シース本体に対して前記シー
ス部の長手軸方向に移動可能であり前記挿入口部を備える連結部を有し、
　前記内チューブの基端部は、前記挿入口部の周辺において前記連結部に固定されている
、
　ことを特徴とする請求項１に記載の分離型内視鏡。
【請求項３】
　前記シース部は、前記挿入口部の周辺に設けられている流路変位部を有し、
　前記流路変位部は、前記流路変位部の先端側に設けられ前記内チューブの基端部が接続
されている内側接続部と、前記流路変位部の基端側に設けられ外チューブの先端部が接続
される外側接続部と、前記内側接続部と前記外側接続部とを連通している流路と、を有す
る、
　ことを特徴とする請求項１に記載の分離側内視鏡。
【請求項４】
　前記シース部は、第１及び第２の内チューブを有し、
　前記内蔵部は、前記第１及び第２の内チューブに夫々対応する第１及び第２のチューブ
受部を有し、
　前記挿入口部は、前記第１及び第２のチューブ受部に夫々対応する第１及び第２のガイ
ド部を有する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の分離型内視鏡。
【請求項５】
　前記シース部は、第１及び第２の内チューブを有し、
　前記内蔵部は、前記第１及び第２の内チューブに夫々対応する第１及び第２のチューブ
受部を有し、
　前記挿入口部は、前記第１及び第２のチューブ受部について前記第１のチューブ受部に
対応する第１のガイド部のみを有する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の分離型内視鏡。
【請求項６】
　前記シース部の長手軸に直交する断面において、前記ガイド部の外形は、前記延伸部の
少なくとも一部分の外形と略同形状を有し略同位置に配置される、
　ことを特徴とする請求項１に記載の分離型内視鏡。
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【請求項７】
　請求項１から６のいずれか１項に記載の分離型内視鏡のシース部。
【請求項８】
　請求項１から６のいずれか１項に記載の分離型内視鏡の本体部。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シース部のシース本体に本体部の内蔵部を挿抜することにより、シース部を
本体部に着脱可能な分離型内視鏡に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、カバー式内視鏡が開示されている。このカバー式内視鏡では、カバー
用内視鏡に内視鏡カバーが着脱される。カバー用内視鏡の挿入部は、内視鏡カバーの挿入
部カバー部に挿通される。挿入部カバー部の先端部には先端カバーが配設されており、先
端カバーにはチャンネル開口部、送気ノズル、送水ノズルが配設されている。チャンネル
開口部、送気ノズル、送水ノズルの内端部にはチャンネル管路、送気管路、送水管路の先
端部が連結されており、各種管路は挿入部カバー部に挿通されて、挿入部カバー部の基端
部から延出されている。カバー用内視鏡に内視鏡カバーを装着する際には、挿入部カバー
部の基端開口から挿入部が挿入され、挿入部カバー部に挿入部が挿通されていく。
【特許文献１】特開平８－８９４７３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　特許文献１のカバー式内視鏡では、内視鏡カバーの挿入部カバー部にカバー用内視鏡の
挿入部を容易に挿入することが難しくなっている。
【０００４】
　本発明は、上記課題に着目してなされたもので、その目的とするところは、シース部の
シース本体に本体部の内蔵部を容易に挿入することが可能な分離型内視鏡を提供すること
である。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の第１実施態様では、分離型内視鏡は、本体部と、前記本体部に着脱可能なシー
ス部と、を具備し、前記本体部は、細長い内蔵部を有し、前記シース部は、前記内蔵部が
挿通される筒状のシース本体と、前記シース本体の先端部に設けられ開口部を有するシー
ス先端部と、前記シース本体に挿通されている内チューブと、前記シース本体の基端部に
設けられ前記シース本体内へと前記内蔵部を挿通する挿入口部と、を有し、前記内チュー
ブは、前記開口部に接続されている先端部と、前記先端部の基端側に設けられ前記シース
部の長手軸に直交する断面において所定の位置に配置され前記シース部の長手軸方向に延
びている延伸部と、前記延伸部の基端側に設けられ少なくとも一部分が前記挿入口部より
も先端側に配置され前記シース本体の長手軸に対して外側へと変位されている引出部と、
を有し、前記内蔵部は、前記シース本体に前記内蔵部が挿入される際に前記延伸部を受け
て前記延伸部にガイドされるチューブ受部を有し、前記挿入口部は、前記シース部の長手
軸に直交する断面において前記延伸部と略同位置に配置され前記挿入口部に前記内蔵部が
挿通される際に前記チューブ受部に挿入されて前記チューブ受部を前記延伸部へとガイド
するガイド部を有する、ことを特徴とする。
【０００６】
　本発明の第２実施態様では、分離型内視鏡は、前記シース部は、前記シース本体の基端
部に設けられ前記シース本体に対して前記シース部の長手軸方向に移動可能であり前記挿
入口部を備える連結部を有し、前記内チューブの基端部は、前記挿入口部の周辺において
前記連結部に固定されている、ことを特徴とする。
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【０００７】
　本発明の第３実施態様では、分離型内視鏡は、前記シース部は、前記挿入口部の周辺に
設けられている流路変位部を有し、前記流路変位部は、前記流路変位部の先端側に設けら
れ前記内チューブの基端部が接続されている内側接続部と、前記流路変位部の基端側に設
けられ外チューブの先端部が接続される外側接続部と、前記内側接続部と前記外側接続部
とを連通している流路と、を有する、ことを特徴とする。
【０００８】
　本発明の第４実施態様では、分離型内視鏡は、前記シース部は、第１及び第２の内チュ
ーブを有し、前記内蔵部は、前記第１及び第２の内チューブに夫々対応する第１及び第２
のチューブ受部を有し、前記挿入口部は、前記第１及び第２のチューブ受部に夫々対応す
る第１及び第２のガイド部を有する、ことを特徴とする。
【０００９】
　本発明の第５実施態様では、分離型内視鏡は、前記シース部は、第１及び第２の内チュ
ーブを有し、前記内蔵部は、前記第１及び第２の内チューブに夫々対応する第１及び第２
のチューブ受部を有し、前記挿入口部は、前記第１及び第２のチューブ受部について前記
第１のチューブ受部に対応する第１のガイド部のみを有する、ことを特徴とする。
【００１０】
　本発明の第６実施態様では、分離型内視鏡は、前記シース部の長手軸に直交する断面に
おいて、前記ガイド部の外形は、前記延伸部の少なくとも一部分の外形と略同形状を有し
略同位置に配置される、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の第１実施態様の分離型内視鏡では、本体部の内蔵部をシース部の挿入口部を介
してシース本体へと挿入する際には、内蔵部のチューブ受部が挿入口部のガイド部によっ
て内チューブの延伸部へとガイドされ、チューブ受部によって延伸部が受けられ、チュー
ブ受部が内チューブにガイドされて、内蔵部がシース本体へと挿入されていく。このよう
に、挿入口部の奥側に配置されている延伸部に、チューブ受部が容易に位置決めされるよ
うになっているため、内蔵部をシース本体に容易に挿入することが可能となっている。
【００１２】
　本発明の第２実施態様の分離型内視鏡では、内チューブの基端部が挿入口部の周辺にお
いて連結部に固定されているため、内チューブにおいて外側へと変位されている引出部が
形成され、引出部の先端側に設けられている延伸部が挿入口部の奥側に配置されることに
なるが、挿入口部にガイド部を設けることで、延伸部にチューブ受部を容易に位置決めす
ることが可能となっている。また、シース本体に対して連結部を基端側へと移動させるこ
とで、内チューブを引っ張って弛みを除去し、延伸部を所定の位置に正確に配置すること
ができるため、延伸部とチューブ受部とを正確に位置決めすることが可能となっている。
【００１３】
　本発明の第３実施態様の分離型内視鏡では、内チューブの基端部が挿入口部の周辺の流
路変換部に接続されているため、内チューブにおいて外側へと変位されている引出部が形
成され、引出部の先端側に設けられている延伸部が挿入口部の奥側に配置されることにな
るが、挿入口部にガイド部を設けることで、延伸部にチューブ受部を容易に位置決めする
ことが可能となっている。
【００１４】
　本発明の第４実施態様の分離型内視鏡では、各内チューブに対応する各チューブ受部に
ついてガイド部が形成されているため、各チューブ受部を各チューブの延伸部へと確実に
ガイドすることが可能となっている。
【００１５】
　本発明の第５実施態様の分離型内視鏡では、１つのガイド部によって各チューブ受部を
各チューブの延伸部へとガイドするようにしており、挿入口部の構成が簡単化されている
。
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【００１６】
　本発明の第６実施態様の分離型内視鏡では、ガイド部の外形が延伸部の少なくとも一部
分の外形と略同形状を有し略同位置に配置されているため、チューブ受部を内チューブの
延伸部へと正確にガイドすることが可能となっている。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明の各実施形態を図面を参照して説明する。
【００１８】
　図１から図８Ｂは、本発明の第１実施形態を示す。
【００１９】
　図１から図３を参照し、分離型内視鏡の本体部２１の概略構成について説明する。本体
部２１は、繰り返し使用されるリユース部である。
【００２０】
　本体部２１の先端部には、観察ユニット２３が配設されている。観察ユニット２３は、
観察対象を照明する照明ユニットと、観察像を撮像する撮像ユニットとから形成されてい
る。観察ユニット２３から電気ケーブル２４が延出され、基端側へと延びている。電気ケ
ーブル２４は、観察ユニット２３を駆動する駆動信号や観察ユニット２３で得られた画像
信号を送信する各種信号線から形成されている。観察ユニット２３の基端側には湾曲部２
６が連設されている。湾曲部２６では、短円柱状の多数の節輪２７が互いに回動可能に共
軸に連結されている。最先端の節輪２７には、湾曲部２６を湾曲させるための複数の操作
ワイヤ２９の先端部が連結されている。操作ワイヤ２９は管状のワイヤガイド３０に進退
自在に挿通されており、操作ワイヤ２９及びワイヤガイド３０は基端側へと延出されてい
る。各節輪２７には、電気ケーブル２４が挿通されるケーブル挿通孔３２、ワイヤガイド
３０が嵌合、挿通されるワイヤガイド挿通孔３４が軸方向に貫通形成されている。電気ケ
ーブル２４、ワイヤガイド３０は、湾曲部２６を通って延び、湾曲部２６の基端部から延
出されて、本体部２１の基端側へと延びている。
【００２１】
　このように、本実施形態では、観察ユニット２３、多数の節輪２７、電気ケーブル２４
、並びに、操作ワイヤ２９及びワイヤガイド３０によって、シース部２２に内蔵される内
蔵部３６が形成されている。
【００２２】
　本体部２１の基端部は操作部３１をなしており、電気ケーブル２４、操作ワイヤ２９及
びワイヤガイド３０は操作部３１の先端部から操作部ハウジング３７内へと導入されてい
る。操作部ハウジング３７は、直方体状をなし、先端側から基端側へと延びている。操作
部ハウジング３７では、長手軸方向に直交する横方向の一側面基端部に、湾曲操作ノブ３
８が配設されている。湾曲操作ノブ３８を回転操作することで、操作ワイヤ２９が進退さ
れて、湾曲部２６が湾曲作動される。また、操作部ハウジング３７では、長手軸方向及び
横方向に直交する縦方向の頂面基端部に、観察、送気、送水等のための各種操作スイッチ
３９が配設されている。そして、横方向の他側面基端部から、ユニバーサルコード４１が
延出されている。ユニバーサルコード４１には、電気ケーブル２４及び操作スイッチ３９
からの信号線が挿通されている。そして、ユニバーサルコード４１は、観察作動用のビデ
オプロセッサ、送気送水作動用の送気送水装置、吸引作動用の吸引装置等に接続される。
【００２３】
　図１から図４を参照し、分離型内視鏡のシース部２２の概略構成について説明する。シ
ース部は、使い捨てにされるディスポ部である。
【００２４】
　シース部２２の先端側はシース挿入部４２を形成している。シース挿入部４２の先端部
にはシース先端部４３が配設されている。シース先端部４３の先端面部には観察窓４４が
覆設されている。観察窓４４の基端側に本体部２１の観察ユニット２３が配置され、観察
窓４４を介して観察ユニット２３により観察が行われる。シース先端部４３の先端面には
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、観察窓４４へと向く開口部としての送気ノズル４６ａ、送水ノズル４６ｂが配設されて
いる。また、シース先端部４３には、吸引及び処置具突出に兼用される開口部としてのチ
ャンネル開口４６ｃが形成されている。ここで、観察窓４４、送気ノズル４６ａ、チャン
ネル開口４６ｃ、送水ノズル４６ｂは、シース部２２の中心軸を中心として、周方向につ
いて略等間隔に配置されている。シース先端部４３の基端側には、シース湾曲部４８が連
設されている。シース湾曲部４８では、円筒状の多数のシース節輪４９が互いに回動可能
に共軸に連結されており、多数のシース節輪４９には柔軟なゴムチューブ５２が被覆され
ている。このように、シース節輪４９及びゴムチューブ５２によって湾曲管５１が形成さ
れている。シース湾曲部４８の基端側には、蛇管部５３が連設されている。蛇管部５３は
、長尺で可撓性を有する蛇管５４によって形成されている。本実施形態では、湾曲管５１
及び蛇管５４によって、シース本体が形成されている。さらに、蛇管部５３の基端部には
連結受部５６が連結されており、連結受部５６の基端部には連結部６２が接続されている
。
【００２５】
　送気ノズル４６ａ、送水ノズル４６ｂ、チャンネル開口４６ｃの内端部には、送気内チ
ューブ４７ａ、送水内チューブ４７ｂ、チャンネル内チューブ４７ｃの先端部が連結され
ている。各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃは、湾曲管５１内、蛇管５４内に挿通され
、連結受部５６へと導入されている。連結受部５６内において、チャンネル内チューブ４
７ｃの基端部には、分岐管部５７が配設されている（図４）。分岐管部５７の基端側は、
吸引用管部５８と、処置具挿通用管部５９とに分岐している。吸引用管部５８は、シース
部２２の長手軸方向の基端側へと延び、チャンネル内チューブ４７ｃの基端部を形成して
いる。処置具挿通用管部５９は、シース部２２の長手軸方向に直交する横方向の一側方か
つ基端側へと斜めに延び、処置具挿入口６１を形成している。なお、処置具挿入口６１は
、シース部２２が本体部２１に装着された場合に、本体部２１の操作部ハウジング３７に
対して、湾曲操作ノブ３８が配設されている側に配置される。そして、連結部６２から、
送気内チューブ４７ａ、送水内チューブ４７ｂ、チャンネル内チューブ４７ｃに夫々連通
されている送気外チューブ６３ａ、送水外チューブ６３ｂ、チャンネル外チューブ６３ｃ
が延出されている。送気外チューブ６３ａ及び送水外チューブ６３ｂは送気送水装置に接
続され、チャンネル外チューブ６３ｃは吸引装置に接続される。
【００２６】
　以下、本体部２１の内蔵部３６をシース部２２の湾曲管５１及び蛇管５４内に挿通する
ための挿通機構について説明する。
【００２７】
　内蔵部３６の湾曲部２６の各節輪２７の外周部には、径方向内向きの凹形状をなす送気
チューブ受部６４ａ、送水チューブ受部６４ｂ、チャンネルチューブ受部６４ｃが形成さ
れている。本体部２１の中心軸に直交する断面における送気チューブ受部６４ａ、送水チ
ューブ受部６４ｂ、チャンネルチューブ受部６４ｃの相対的配置は、シース部２２の中心
軸に直交する断面における送気ノズル４６ａ、送水ノズル４６ｂ、チャンネル開口４６ｃ
の内端部の相対的配置と同様である。即ち、各節輪２７において、電気ケーブル２４が挿
通されるケーブル挿通孔３２、送気チューブ受部６４ａ、チャンネルチューブ受部６４ｃ
、送水チューブ受部６４ｂは、本体部２１の中心軸の周方向に等間隔に配置されている。
送気チューブ受部６４ａ、送水チューブ受部６４ｂ、チャンネルチューブ受部６４ｃは、
夫々、シース部２２に対して内蔵部３６を挿抜する場合には、送気内チューブ４７ａ、送
水内チューブ４７ｂ、チャンネル内チューブ４７ｃを受けてこれらにガイドされ、シース
部２２に内蔵部３６を挿通して分離型内視鏡を使用する際には、各内チューブ４７ａ，４
７ｂ，４７ｃを収容する。
【００２８】
　以下、本体部２１にシース部２２を着脱するための着脱機構について説明する。
【００２９】
　シース部２２の連結部６２の基端側は、シース部２２の長手軸方向に延びている筒状の
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装着受部６６を形成しており（図１）、本体部２１の操作部３１の先端側は、本体部２１
の長手軸方向に延びている装着部６７を形成している。連結部６２の装着受部６６に、操
作部３１の装着部６７が挿抜可能である。そして、連結部６２にはフック状の係合部６８
が配設されており、操作部３１の先端部には係合受部６９が配設されている。装着受部６
６に装着部６７を挿入することで、係合受部６９に係合部６８が係合されて、本体部２１
にシース部２２がロックされる。一方、操作部３１の先端部には分離ボタン７１が配設さ
れている。分離ボタン７１を操作することで、係合受部６９に対する係合部６８の係合が
解除されて、本体部２１に対するシース部２２のロックが解除される。なお、図４から図
７Ｂでは、係合部６８の図示を省略している。
【００３０】
　図４から図７Ｂを参照して、流路変位部、整列機構、導入機構として機能する連結受部
５６及び連結部６２について詳細に説明する。
【００３１】
　以下、内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの基端部の位置に対して、外チューブ６３ａ
，６３ｂ，６３ｃの先端部の位置を変位させる流路変位部としてのマニホールド部７２に
ついて説明する。
【００３２】
　連結部６２の先端側には、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃが接続されている内チ
ューブ接続部７３が形成されている。即ち、連結部６２は、外側部品７４と、外側部品７
４内に装着されている内側部品７６とによって形成されている。外側部品７４は、シース
部２２の長手軸に直交する厚板状のブロック部７７を有する。ブロック部７７には、内側
接続部としての送気接続口７８ａ、送水接続口７８ｂがシース部２２の長手軸方向に貫通
形成されている。また、ブロック部７７には、チャンネル接続口７８ｃに対応する位置に
、ブロック部７７の先端面から長手軸方向の先端側へと突出しているチャンネル台部が形
成されている。ブロック部７７において、チャンネル台部の先端面から、チャンネル接続
口７８ｃがシース部２２の長手軸方向に貫通形成されている。連結受部５６内に導入され
ている送気内チューブ４７ａ、送水内チューブ４７ｂ、チャンネル内チューブ４７ｃの基
端部は、送気接続口７８ａ、送水接続口７８ｂ、チャンネル接続口７８ｃの先端側に接着
固定により接続されている。送気接続口７８ａ、送水接続口７８ｂ、チャンネル接続口７
８ｃは、シース先端部４３の送気ノズル４６ａ、送水ノズル４６ｂ、チャンネル開口４６
ｃの内端部に対して、シース部２２の中心軸を中心とする周方向について同位置に、径方
向について外側に配置されている。
【００３３】
　また、連結部６２の基端側には、各外チューブ６３ａ，６３ｂ，６３ｃが接続されてい
る外チューブ接続部７９が形成されている。即ち、外側部品７４のブロック部７７は、シ
ース部２２の長手軸に直交する断面について、中央側の中央長方形形状と、中央側に隣接
する一側辺側の側方長方形形状とを組み合わせた、凸形状を横にした形状を有する。中央
長方形形状はシース部２２の中心軸を中心として形成されており、両長方形形状はシース
部２２の長手軸方向及び横方向に直交する縦方向に延びており、中央長方形形状の横方向
の側辺であって、処置具挿入口６１とは反対側の一側辺に、側方長方形形状が並列されて
形成されている。ブロック部７７の基端面の周縁部から、筒状の装着受部６６が長手軸方
向に一体的に基端側へと延出されている。筒状の装着受部６６では、シース部２２の長手
軸に直交する断面について、装着受部６６の内腔も、中央長方形形状の一側辺に側方長方
形形状を並列させた形状を有する。一方、内側部品７６は、シース部２２の長手軸に直交
する薄板状の板状部８１を有する。シース部２２の長手軸に直交する断面について、板状
部８１の外周面は装着受部６６の内周面と同形であり、中央側の中央長方形形状と一側辺
側の側方長方形形状とを有する。板状部８１は装着受部６６の基端側から装着受部６６に
嵌入されており、板状部８１の先端面はブロック部７７の基端面に接合されている。板状
部８１の基端側において、装着受部６６の内部空間の中央長方形形状部分は、操作部３１
の装着部６７が挿抜される装着部用空間をなしている。一方、板状部８１の基端側におい
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て、装着受部６６の内部空間の側方長方形形状部分は、装着部６７が配置されない外チュ
ーブ用空間をなしている。即ち、板状部８１の側方長方形形状部分において、外側接続部
としての円筒状の送気口金８２ａ、送水口金８２ｂ、チャンネル口金８２ｃが基端側へと
延出されており、各口金８２ａ，８２ｂ，８２ｃは縦方向に並列されている。各口金８２
ａ，８２ｂ，８２ｃの内腔は、板状部８１を貫通している。送気口金８２ａ、送水口金８
２ｂ、チャンネル口金８２ｃの基端側には、夫々、送気外チューブ６３ａ、送水外チュー
ブ６３ｂ、チャンネル外チューブ６３ｃの先端部が外挿されている。各外チューブ６３ａ
，６３ｂ，６３ｃは、外チューブ用空間を介して、装着受部６６の基端開口から基端側へ
と延出されている。
【００３４】
　図２も参照し、シース部２２が本体部２１に装着された場合には、各口金８２ａ，８２
ｂ，８２ｃは、ユニバーサルコード４１が配置されている側に配置され、操作部ハウジン
グ３７の側面よりも横方向外側において基端側を向いて縦方向に並列される。また、各外
チューブ６３ａ，６３ｂ，６３ｃは、操作部ハウジング３７の側面よりも横方向外側で、
縦方向に並列され、連結部６２から基端側に向かって纏めて延出される。各外チューブ６
３ａ，６３ｂ，６３ｃは、操作部３１の基端部において、互いに結束されて、操作部３１
に固定される。
【００３５】
　送気接続口７８ａ、送水接続口７８ｂ、チャンネル接続口７８ｃと、送気口金８２ａ、
送水口金８２ｂ、チャンネル口金８２ｃとの間には、夫々、送気流路８４ａ、送水流路８
４ｂ、チャンネル流路８４ｃが形成されている。即ち、外側部品７４のブロック部７７の
基端面には、送気溝８３ａ、送水溝８３ｂ、チャンネル溝８３ｃが形成されている。送気
溝８３ａ、送水溝８３ｂ、チャンネル溝８３ｃは、夫々、送気接続口７８ａ、送水接続口
７８ｂ、チャンネル接続口７８ｃの形成されている位置から、内側部品７６の板状部８１
の送気口金８２ａ、送水口金８２ｂ、チャンネル口金８２ｃの内腔が配置されている位置
まで延びている。ブロック部７７の基端面に板状部８１を接合することにより、ブロック
部７７の送気溝８３ａ、送水溝８３ｂ、チャンネル溝８３ｃと板状部８１との間に、送気
流路８４ａ、送水流路８４ｂ、チャンネル流路８４ｃが形成されている。
【００３６】
　以下、内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの整列機構について説明する。
【００３７】
　前述したように、シース部２２の蛇管５４及び湾曲管５１内に本体部２１の内蔵部３６
を挿入する際には、シース部２２の各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃに沿って内蔵部
３６の湾曲部２６の各チューブ受部６４ａ，６４ｂ，６４ｃがガイドされる。また、内蔵
部３６の観察ユニット２３は、シース部２２のシース先端部４３の観察窓４４の基端側に
正確に位置決めされる必要がある。このため、送気内チューブ４７ａ、送水内チューブ４
７ｂ、チャンネル内チューブ４７ｃは、湾曲管５１及び蛇管５４内では、送気ノズル４６
ａ、送水ノズル４６ｂ、チャンネル開口４６ｃの内端部に対して、シース部２２の中心軸
に直交する断面において同位置に、弛むことなく直線状に配置されることが好ましい。整
列機構は、内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃをこのような整列状態とするものである。
【００３８】
　連結受部５６に対して、連結部６２はシース部２２の長手軸方向に摺動可能である。即
ち、連結受部５６の基端側には、長手軸方向に延びている筒状の摺動受部８６が形成され
ている。一方、連結部６２の外側部品７４では、ブロック部７７の先端部から筒状の摺動
部８７が長手軸方向に一体的に延出されている。摺動受部８６には、摺動部８７が長手軸
方向に摺動可能に内挿されている。連結部６２は、通常、連結受部５６に対して最先端の
位置にある。また、連結部６２の外側部品７４では、ブロック部７７の先端部において、
各接続口７８ａ，７８ｂ，７８ｃは摺動部８７に対して中心軸寄りに配置されている。ま
た、摺動部８７には、送気内チューブ４７ａ、チャンネル内チューブ４７ｃの分岐管部５
７を逃がすための送気チューブ用スリット８８ａ、分岐管部用スリット８８ｃが長手軸方
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向に延設されている。前述したように、シース先端部４３の送気ノズル４６ａ、送水ノズ
ル４６ｂ、チャンネル開口４６ｃの内端部に対して、送気接続口７８ａ、送水接続口７８
ｂ、チャンネル接続口７８ｃは、シース部２２の中心軸を中心とする周方向について同位
置に、径方向について外側に配置されている。そして、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４
７ｃは、蛇管５４から連結受部５６内に導入され、径方向外向きかつ基端側へと延び、摺
動部８７内に導入されて、各接続口７８ａ，７８ｂ，７８ｃに接続されている。このため
、連結受部５６に対して連結部６２を基端側へと摺動させることにより、各内チューブ４
７ａ，４７ｂ，４７ｃが基端側へと引っ張られ、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの
弛みが除去され、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃが整列されることになる。
【００３９】
　このように、送気内チューブ４７ａ、送水内チューブ４７ｂ、チャンネル内チューブ４
７ｃは、夫々、湾曲管５１及び蛇管５４内では、シース部２２の中心軸に直交する断面に
おいて所定の位置に配置され、シース部２２の中心軸に沿って延びている送気延伸部９６
ａ、送水延伸部９６ｂ、チャンネル延伸部９６ｃを形成している。また、送気内チューブ
４７ａ、送水内チューブ４７ｂ、チャンネル内チューブ４７ｃは、夫々、連結受部５６内
では、シース部２２の中心軸に対して外向きに変位されている送気引出部９７ａ、送水引
出部９７ｂ、チャンネル引出部９７ｃを形成している。
【００４０】
　以下、本体部２１の内蔵部３６を蛇管５４内へと導入する導入機構について説明する。
【００４１】
　連結部６２の外側部品７４のブロック部７７には、シース部２２の中心軸に沿って、挿
通部導入孔８９が貫通形成されている。一方、内側部品７６の板状部８１の中心部におい
て、挿入口部としての略円筒状の挿通部９１が中心軸に沿って先端側へと延びている。挿
通部９１の内腔によって、挿通孔９２が形成されている。挿通部９１は、ブロック部７７
の挿通部導入孔８９に挿通され、ブロック部７７の先端面から突出され、摺動部８７内に
配置されている。挿通部９１の先端面は、蛇管５４の基端面に対面して配置されている。
【００４２】
　挿通部９１の内径は、本体部２１の湾曲部２６の節輪２７の外径に略等しい。そして、
挿通部９１の内周面には、突起状の送気ガイド部９４ａ、送水ガイド部９４ｂ、チャンネ
ルガイド部９４ｃが形成され、中心軸方向に全長にわたって延びている。シース部２２の
中心軸に直交する断面において、送気ガイド部９４ａ、送水ガイド部９４ｂ、チャンネル
ガイド部９４ｃの突出端部側即ち中心軸側の外形は、夫々、送気内チューブ４７ａ、送水
内チューブ４７ｂ、チャンネル内チューブ４７ｃの送気延伸部９６ａ、送水延伸部９６ｂ
、チャンネル延伸部９６ｃの中心軸側の外形と略同形状で、略同位置に配置されている。
即ち、送気ガイド部９４ａ、送水ガイド部９４ｂ、チャンネルガイド部９４ｃは、夫々、
節輪２７の送気チューブ受部６４ａ、送水チューブ受部６４ｂ、チャンネルチューブ受部
６４ｃに挿入可能であり、各ガイド部９４ａ，９４ｂ，９４ｃに各チューブ受部６４ａ，
６４ｂ，６４ｃを挿入することで湾曲部２６を挿通孔９２に挿通することが可能である。
そして、湾曲部２６が挿通孔９２に挿通されている場合における節輪２７と送気ガイド部
９４ａ、送水ガイド部９４ｂ、チャンネルガイド部９４ｃの中心軸側部分との相対的配置
は、湾曲部２６がシース部２２の蛇管５４、湾曲管５１内に挿通されている場合における
節輪２７と送気延伸部９６ａ、送水延伸部９６ｂ、チャンネル延伸部９６ｃの中心軸側部
分との相対的配置と略同一となる。従って、湾曲部２６を挿通孔９２に挿通することで、
送気ガイド部９４ａ、送水ガイド部９４ｂ、チャンネルガイド部９４ｃによって、送気チ
ューブ受部６４ａ、送水チューブ受部６４ｂ、チャンネルチューブ受部６４ｃを送気延伸
部９６ａ、送水延伸部９６ｂ、チャンネル延伸部９６ｃへとガイドすることが可能である
。そして、内蔵部３６を挿通部９１の先端部から突出させることで、内蔵部３６を蛇管部
５３内へと導入することが可能である。
【００４３】
　なお、マニホールド部７２は、挿通部９１の周辺に配置されている。即ち、外側部品７
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４のブロック部７７の先端面において、各接続口７８ａ，７８ｂ，７８ｃは挿通部導入孔
８９の周辺に配置されている（図４）。そして、蛇管５４内から導入されている各内チュ
ーブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの引出部９７ａ，９７ｂ，９７ｃは挿通部９１の周辺に配置
されており、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの基端部は挿通部９１の周辺において
連結部６２の各接続口７８ａ，７８ｂ，７８ｃに接続されている。さらに、ブロック部７
７の基端面において（図５）、各溝８３ａ，８３ｂ，８３ｃは、各接続口７８ａ，７８ｂ
，７８ｃの形成されている位置から、挿通部導入孔８９の周辺に沿って、板状部８１に設
けられている各口金８２ａ，８２ｂ，８２ｃに対応する位置まで形成されている。
【００４４】
　次に、本実施形態の分離型内視鏡の使用方法について説明する。
【００４５】
　分離型内視鏡を使用する際には、シース部２２に本体部２１を挿入して、シース部２２
を本体部２１に装着する。即ち、図７Ａから図７Ｂに示されるように、シース部２２の連
結受部５６に対して連結部６２を基端側へと摺動させ保持する。この結果、各内チューブ
４７ａ，４７ｂ，４７ｃが基端側へと引っ張られて、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７
ｃの弛みが除去され、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃが湾曲管５１及び蛇管５４内
で整列される。続いて、連結部６２の挿通部９１の送気ガイド部９４ａ、送水ガイド部９
４ｂ、チャンネルガイド部９４ｃに、本体部２１の湾曲部２６の送気チューブ受部６４ａ
、送水チューブ受部６４ｂ、チャンネルチューブ受部６４ｃを夫々位置合わせしつつ、挿
通孔９２の基端開口に本体部２１の内蔵部３６を挿入していく。図８Ａから図８Ｂに示さ
れるように、湾曲部２６を挿通孔９２に挿通することで、送気ガイド部９４ａ、送水ガイ
ド部９４ｂ、チャンネルガイド部９４ｃによって、送気チューブ受部６４ａ、送水チュー
ブ受部６４ｂ、チャンネルチューブ受部６４ｃが送気延伸部９６ａ、送水延伸部９６ｂ、
チャンネル延伸部９６ｃへと夫々ガイドされる。湾曲部２６が挿通孔９２の先端開口から
導出されると、そのまま、送気チューブ受部６４ａ、送水チューブ受部６４ｂ、チャンネ
ルチューブ受部６４ｃに送気延伸部９６ａ、送水延伸部９６ｂ、チャンネル延伸部９６ｃ
が受けられる。続いて、各延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃによって各チューブ受部６４ａ
，６４ｂ，６４ｃがガイドされて、内蔵部３６が蛇管５４及び湾曲管５１内へと挿入され
ていく。内蔵部３６の観察ユニット２３がシース部２２のシース先端部４３に配置され、
連結部６２の装着受部６６に本体部２１の操作部３１の装着部６７が挿入されると、連結
部６２の係合部６８が操作部３１の係合受部６９に係合されて、シース部２２が本体部２
１にロックされる。続いて、連結部６２から延出されている各外チューブ６３ａ，６３ｂ
，６３ｃを結束して操作部３１の基端部に固定し、各外チューブ６３ａ，６３ｂ，６３ｃ
を周辺装置に接続して、分離型内視鏡を用いて体腔内の観察等を行う。分離型内視鏡の使
用が終了したら、操作部３１の分離ボタン７１を操作して、本体部２１に対するシース部
２２のロックを解除する。続いて、シース部２２から本体部２１の内蔵部３６を抜去し、
その後、シース部２２を廃棄する。
【００４６】
　従って、本実施形態の分離型内視鏡は次の効果を奏する。
【００４７】
　本実施形態の分離型内視鏡では、連結部６２において挿通部９１の周辺にマニホールド
部７２が形成されており、各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの基端部がマニホールド
部７２の各接続口７８ａ，７８ｂ，７８ｃに接続、固定されているため、各内チューブ４
７ａ，４７ｂ，４７ｃにおいて外側へと変位されている引出部９７ａ，９７ｂ，９７ｃが
形成されており、各延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃが挿通部９１の奥側に配置されること
になる。しかしながら、挿通部９１に形成されている各ガイド部９４ａ，９４ｂ，９４ｃ
によって、挿通部９１の奥側に配置されている各延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃに各チュ
ーブ受部６４ａ，６４ｂ，６４ｃが容易に位置決めされるようになっているため、内蔵部
３６を蛇管５４及び湾曲管５１内に容易に挿入することが可能となっている。特に、各内
チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃに対応する各チューブ受部６４ａ，６４ｂ，６４ｃにつ
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いてガイド部９４ａ，９４ｂ，９４ｃが形成されており、さらに、各ガイド部９４ａ，９
４ｂ，９４ｃの中心軸側部分の外形が各延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃの中心軸側部分の
外形と略同形状を有し略同位置に配置されているため、各チューブ受部６４ａ，６４ｂ，
６４ｃを各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃへと確実
かつ正確にガイドすることが可能となっている。
【００４８】
　また、連結受部５６に対して連結部６２を基端側へと摺動させることで、各内チューブ
４７ａ，４７ｂ，４７ｃを引っ張って各内チューブ４７ａ，４７ｂ，４７ｃの弛みを除去
し、各延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃを湾曲管５１及び蛇管５４内で規定の位置に正確に
配置することができるため、各延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃと各チューブ受部６４ａ，
６４ｂ，６４ｃとを正確に位置決めすることが可能となっている。
【００４９】
　図９は、本発明の第２実施形態を示す。
【００５０】
　本実施形態の挿通部９１では、送気ガイド部９４ａ、送水ガイド部９４ｂが形成されて
おらず、第１実施形態のチャンネルガイド部９４ｃと同一の単一のチャンネルガイド部９
４ｃが内周面に形成されている。チャンネルガイド部９４ｃによってチャンネルチューブ
受部６４ｃをチャンネル延伸部９６ｃにガイドすることで、他のチューブ受部６４ａ，６
４ｂも対応する延伸部９６ａ，９６ｂにガイドされる。このように、複数の内チューブ４
７ａ，４７ｂ，４７ｃ及びチューブ受部６４ａ，６４ｂ，６４ｃに対して、単一のチャン
ネルガイド部９４ｃのみが用いられることとなり、内側部品７６の構成が簡単化されてい
る。
【００５１】
　図１０は、本発明の第３実施形態を示す。
【００５２】
　本実施形態の挿通部９１では、送気ガイド部、送水ガイド部が形成されておらず、チャ
ンネルガイド部９４ｃのみが内周面に形成されている。シース部２２の中心軸に直交する
断面において、チャンネルガイド部９４ｃは、チャンネル延伸部９６ｃと略同一の位置に
配置されているが、チャンネルガイド部９４ｃの外形は、チャンネルチューブの中心軸側
部分の外形とは異なっている。このようなチャンネルガイド部９４ｃであっても、チャン
ネルチューブ受部６４ｃをチャンネル延伸部９６ｃにガイドすることができ、各チューブ
受部６４ａ，６４ｂ，６４ｃを各延伸部９６ａ，９６ｂ，９６ｃにガイドすることが可能
である。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡を分離状態で示す斜視図。
【図２】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡を連結状態で示す斜視図。
【図３】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡の湾曲部及び内チューブを示す断面図。
【図４】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡のシース部の基端部を示す分解斜視図。
【図５】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡の連結部を示す分解斜視図。
【図６】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡のシース部の基端部を示す一部断面背面図
。
【図７Ａ】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡のシース部の基端部を図６のＶＩＩＡ－
ＶＩＩＡ線に沿って切断して示す縦断面図。
【図７Ｂ】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡の内チューブの整列作動を示す縦断面図
。
【図８Ａ】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡の内蔵部の挿入作動における挿入前の状
態を示す斜視図。
【図８Ｂ】本発明の第１実施形態の分離型内視鏡の内蔵部の挿入作動における挿入後の状
態を示す斜視図。
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【図９】本発明の第２実施形態の分離型内視鏡の内側部品を示す背面図。
【図１０】本発明の第３実施形態の分離型内視鏡の内側部品を示す背面図。
【符号の説明】
【００５４】
　２１…本体部、２２…シース部、３６…内蔵部、４３…シース先端部、４６ａ；４６ｂ
；４６ｃ…開口部、４６ａ…送気ノズル、４６ｂ…送水ノズル、４６ｃ…チャンネル開口
、４７ａ…送気内チューブ、４７ｂ…送水内チューブ、４７ｃ…チャンネル内チューブ、
５１，５４…シース本体、５１…湾曲管、５４…蛇管、６２…連結部、６４ａ…送気チュ
ーブ受部、６４ｂ…送水チューブ受部、６４ｃ…チャンネルチューブ受部、７２…流路変
位部（マニホールド部）、７８ａ；７８ｂ；７８ｃ…内側接続部、７８ａ…送気接続口、
７８ｂ…送水接続口、７８ｃ…チャンネル接続口、８２ａ；８２ｂ；８２ｃ…外側接続部
、８２ａ…送気口金、８２ｂ…送水口金、８２ｃ…チャンネル口金、８４ａ…送気流路、
８４ｂ…送水流路、８４ｃ…チャンネル流路、９１…挿入口部（挿通部）、９４ａ…送気
ガイド部、９４ｂ…送水ガイド部、９４ｃ…チャンネルガイド部、９６ａ…送気延伸部、
９６ｂ…送水延伸部、９６ｃ…チャンネル延伸部、９７ａ…送気引出部、９７ｂ…送水引
出部、９７ｃ…チャンネル引出部。

【図１】 【図２】
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